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完全子会社の吸収合併（簡易合併・略式合併）に関するお知らせ 

 

 

当社は、本日開催の取締役会において、2025年4月1日を効力発生日として当社の完全子会社で

あるQSOインダストリアル株式会社を吸収合併することを決議しましたので、下記のとおり、お知らせい

たします。 

なお、本合併は当社の完全子会社を対象とする吸収合併であるため、開示事項及び内容を一部省

略して開示しております。 

 

記 

 

１. 合併の目的 

   当社は、住宅・建築設備事業の拡大を目指し、1997 年 3 月に、同事業分野の販売にノウハウを

持つ藤伸商事株式会社（現ＱＳＯインダストリアル株式会社）に出資しました。その後、当社におき

ましては同事業を順調に拡大させることとなりましたが、現段階におきましては QSO インダストリア

ル株式会社と販売チャネルを含む事業全般において、重複している部分が多く、事業の効率化

を目指すことを目的としております。 

 

２. 合併の要旨 

（１） 合併の日程 

合併承認取締役会（前澤給装工業株式会社） 2024 年 12 月 20 日 

合併契約締結日 2024 年 12 月 20 日 

合併予定日（効力発生日） 2025 年 4 月 1 日 

     なお、本吸収合併は、当社においては会社法第 796 条第 2 項の規定に基づく簡易合併であ

り、QSO インダストリアル株式会社においては会社法第 784 条第 1 項の規定に基づく略式合併

であるため、それぞれ合併契約承認に関する株主総会は開催いたしません。 

 

（２） 合併方式 

    当社を存続会社とする吸収合併方式で、QSO インダストリアル株式会社は解散いたします。 

 

（３） 合併に係る割当ての内容 

    本合併による新株式の発行及び金銭等の交付はありません。 

 



 

（４） 合併に伴う新株予約権及び新株予約権付社債に関する取扱い 

    該当事項はありません。 

 

３. 合併当事会社の概要 

 存続会社 消滅会社 

(1) 名称 前澤給装工業株式会社 QSO インダストリアル株式会社 

(2) 本店所在地 東京都目黒区鷹番二丁目 

14 番 4 号 

神奈川県横浜市港北区綱島

東五丁目 8 番 30 号 

(3) 代表者 代表取締役社長 
 谷合 祐一 

代表取締役社長 
 堀 俊也 

(4) 事業内容 水道用給水装置機材器具の
製造・販売 

給水給湯配管部材販売、配管
工事請負 

(5) 資本金 
（2024 年 3 月 31 日現在） 

3,358 百万円 11 百万円 

(6) 設立年月日 1957 年 1 月 23 日 1978 年 6 月 12 日 

(7) 発行済株式総数 
（2024 年 3 月 31 日現在） 

23,000,000 株 22,500 株 

(8) 決算期 3 月 31 日 3 月 31 日 

(9) 大株主及び持株比率 
（2024 年 3 月 31 日現在） 

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社（信託口） 

8.54% 
前澤工業株式会社 

5.89% 
前澤化成工業株式会社 

5.88% 
THE HONGKONG AND 
SHANGHAI BANKING 
CORPORATION LIMITED 
– HONG KONG PRIVATE 
BANKING DIVISION 
CLIENT A/C 8028-394841 

5.73% 
日本生命保険相互会社 

3.45% 

前澤給装工業株式会社 
100.00% 

(10) 直前事業年度の財政状態及び経営成績 

決算期 2024 年 3 月期（連結） 2024 年 3 月期 

     純資産 39,039 百万円 559 百万円 

     総資産 45,965 百万円 846 百万円 

     1 株当たり純資産 1,840.77 円 24,847.06 円 

売上高 32,008 百万円 871 百万円 

     営業利益 2,466 百万円 30 百万円 

     経常利益 2,598 百万円 31 百万円 

     親会社株主に帰属する
当期純利益又は当期
純利益 

1,681 百万円 20 百万円 

     1 株当たり当期純利益 85.54 円 926.26 円 

 

 



 

４. 合併後の状況 

   本合併による当社の名称、本店所在地、代表者、事業内容、資本金及び決算期に変更はあり

ません。 

 

５. 今後の見通し 

   本合併は、当社 100％出資の連結子会社との合併であるため、当社の連結業績に与える影響

は軽微であります。 

 

 

以上 


